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社会福祉法人 あさがお福祉会 

 

Tsuda-Machi-Kitchen 
 

 



通所型サービス（第 1号通所事業）・通常規模型通所介護事業所 

「Tsuda-Machi-Kitchen」重要事項説明書 

 

１．事業主体概要 

設 置 者 の 名 称 社会福祉法人あさがお福祉会 

法 人 所 在 地 〒７７０－８０１２ 徳島県徳島市大原町外籠３８番地 

代 表 者 氏 名 理事長 保岡 正治 

電 話 番 号 ０８８－６６０－７００７ 

設 立 年 月 日 平成８年７月１日 

 

事 業 の 種 類 事 業 所 名 称 定 員 徳 島 県 指 定 番 号 

経 費 老 人 ホ ー ム ケ ア ハ ウ ス あ さ が お ５０名  

訪 問 介 護 ホームヘルパーステーションあさがお  徳島県 3670105000 号 

居 宅 介 護 支 援 ケ ア ネ ッ ト あ さ が お  徳島県 3670101496 号 

認知症対応型共同生活介護 グ ル ー プ ホ ー ム あ さ が お １８名 徳島県 3670101496 号 

小規模多機能型居宅介護 小規模多機能型居宅介護あさがお ２９名 徳島県 3690100239 号 

サービス付き高齢者向け住宅 シ ニ ア 向 け 長 屋 住 宅 あ さ が お 邸 １８名  

短 期 入 所 生 活 介 護 か ご や リ ゾ ー ト ２９名 徳島県 3670104979 号 

有 料 老 人 ホ ー ム か ご や ス テ イ １０名  

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム か ご や ラ イ フ ２９名 徳島県 3690168228 号 

放課後児童健全育成事業 あ さ が お 学 童 保 育 ク ラ ブ ４０名  

幼保連携型認定子ども園 み つ ぼ し こ ど も え ん ９０名  

配 食 サ ー ビ ス 配 食 サ ー ビ ス セ ン タ ー あ さ が お  徳島市委託事業 

第一号通所サービス事業 

通常規模型通所介護事業 

T s u d a - M a c h i - K i t c h e n ２５名 徳島市 3670104441 号 

徳島県 3670105034 号 

 

T s u d a - M a c h i - w o r k s 

就労継続支援事業 B 型 

放課後等デイサービス 

就 労 継 続 支 援 B 型 

T s u d a - M a c h i - w o r k s 

２０名 徳島県 3610111142 号 

 

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 

T s u d a - M a c h i - K I D S 

１０名 徳島県 3650100559 号 

 

Tsuda-Machi-smileKIDS 

指定障害児通所支援事業 

 

児 童 発 達 支 援 事 業 所 

T s u d a - M a c h i - s m i l e K I D S 

１０名 徳島県 3650100823 号 

保 育 所 等 訪 問 支 援 事 業 所 

T s u d a - M a c h i - s m i l e K I D S 

  

共 同 生 活 援 助 T s u d a - M a c h i - L i v i n g ５名 徳島県 3620110449 号 

Tsuda-Machi-Living2 リバーエッジ ４名 

母 子 生 活 支 援 施 設 T S U B A M E ２０名  

 

 

 

 

 



２．事業所の概要 

施 設 の 名 称 Tsuda-Machi-Kitchen 

指 定 事 業 所 番 号 

 

第一号通所サービス事業    ：徳島市３６７０１０４４４１ 

〈要支援者・第一号事業対象者〉             

通常規模型通所介護事業〈要介護者〉：徳島県３６７０１０５０３４ 

施 設 の 所 在 地 〒７７０－８００３ 徳島県徳島市津田本町二丁目３番地５７号 

管 理 者 豊原 友紀子 

電 話 番 号 ０８８－６３５－１２９５ 

Ｆ  Ａ  Ｘ  番 号 ０８８－６３５－１３０１ 

Ｈ Ｐ ア ド レ ス https://asagao-gr.jp/ 

メ ー ル ア ド レ ス tmk@asagao-fukushikai.jp 

通 常 の 事 業 実 施 地 域 徳島県 

定 員 ２５名    

開 設 年 月 日 平成２７年５月１日 

損害賠償責任保険加入先 あいおい損害保険株式会 

建 物 名 称 Tsuda-Machi-Kitchen（通常規模型通所介護） 

構  造 ・ 延 べ 床 面 積 木造ガルバリウム鋼板ぶき平屋 ／ ４９９．９２㎡ 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

介護保険法に従い、ご契約者（ご利用者）が、その有する能力に応じ可能な限り自立し

た生活を営むことができるように支援することを目的として、ご契約者に、通常規模型通

所介護サービスを提供します。 

 

運営の方針 

ご契約者（ご利用者）の意思及び人格を尊重し、常にご利用者の立場に立ったサービスの

提供に努め、ご利用者との信頼関係を基礎とした人間関係の確立を図り、ご利用者の主体性

の尊重とその家族及び地域との交流を目指します。 

 

４．職員の配置基準・職務と実際の人員配置 

当事業所では、ご利用者に対して通常規模型通所介護サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。 

役 職 名 職 務 内 容 配置基準 人員配置 

管 理 者 全体の管理・運営・相談窓口等 １名 １名以上 

生 活 相 談 員 相談、助言、生活支援等 １名 1名以上 

介 護 職 員 日常生活の支援・援助等 ３名 ３名以上 

看 護 師 健康管理・服薬管理 １名 １名以上 

機能訓練指導員 ADLの維持、向上のための訓練実施 1名 1名以上 

※上記人員は提供状況により変動することがあります。  

 

 

 



５．サービス提供時間 

営 業 日 月曜日～土曜日（祝日営業）※ただし悪天候の際には状況をみて、休止する場合があります 

営 業 時 間 ８：００ ～ １７:３０ 

サービス提供時間 １０：００ ～ １５：３０  

 

６．サービスの内容 

     利用する曜日や内容等については、居宅サービス計画に沿いながら、ご利用者と協議の上決

定し、通常規模型通所介護計画に定めます。但し、ご利用者の状態の変化、居宅サービス計画

に位置づけられた目標の達成度等を踏まえ、必要に応じて変更することがあります。 

（１）共通的サービス 

①食事、排泄等の日常生活に関する援助 

日常生活に関する動作についての準備や介助、相談・援助を行います。 

②送迎サービス 

ご利用者様の希望により、自宅と事業者間の送迎サービスを行います。 

但し、通常の事業実施地域外からのご利用の場合は、交通費実費をご負担いただきます。 

③アクティビティ 

ご利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成された計画に基づ

き、アクティビティを行います。（集団及び個別レクリエーション、機能訓練） 

   

（２）選択的サービス 

  ①運動器機能向上加算（要支援者・第一号事業対象者） 

    運動器の機能向上を目的として個人的に実施される機能訓練であり、ご利用者の心身の状

態の維持又は向上を目的とした活動を行います 

  ②個別機能訓練加算Ⅰ（イ）（ロ）（要介護者） 

    機能訓練指導員が、ご利用者の状態に応じて機能訓練計画を作成し、生活機能の向上を 図

るための訓練を行います 

  ③入浴介助加算（要介護者） 

    入浴をご希望する、または必要とするご利用者様の状態に応じて介護職員が入浴介助を行

います。また重度の介護状態のご利用者にも対応できるよう、特殊浴槽の設備を設けています。 

  ④口腔機能向上加算（要介護者、要支援者、第一号事業者対象者） 

    ご利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い、個別的に実施される口腔清掃の指導、摂

食、嚥下機能に関する訓練を実施し、口腔機能の維持、向上を目的とした訓練を行います。 

  ⑤科学的介護推進体制加算（要介護者、要支援者、第一号事業者対象者） 

    ご利用者に係るデータ（ADL、栄養、口腔、嚥下、認知症等）の情報を厚生労働省に提出し

てフィードバックを受け、事業所単位での PDCAサイクル・ケアの質の向上の取組を行います。 

 

  ※介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

更なる資質向上の取組、雇用管理の改善、労働環境改善の取組を進める事業所を評価する 

加算です。当該サービスにかかる総単位数に法定に定められた数値を乗じた単位数を加算さ

せて頂きます。 

  ※介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

    従来の介護職員処遇改善加算に加えて、介護人材確保のための取組をより一層進めるため、 

   経験・技能のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進める事を目的と



した加算です。当該サービスにかかる総単位数に法定に定められた数値を乗じた単位数を加

算させて頂きます。 

 

７．利用料金 

（１）第一号通所サービス（要支援者、第一号事業者対象者） 

①基本料金  

提供時間 要介護度 単  位 利用者様ご負担分 

５時間以上 

６時間未満 

第一号事業者 

対象者 

１，７９８単位／月 

 ４３６単位／回 

１，７９８×１０．１４円／月 

  ４３６×１０．１４円／回 

要支援１ 
１，７９８単位／月 

 ４３６単位／回 

１，７９８×１０．１４円／月 

  ４３６×１０．１４円／回 

要支援２ 
３，６２１単位／月 

 ４４７単位／回 

３，６２１×１０．１４円／月 

  ４４７×１０．１４円／回 

   ②加算料金 

加 算 単  位 利用者様ご負担分 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位／月 １５０×１０．１４円／月 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位／月 １６０×１０．１４円／月 

科学的介護推進体制加算 ４０単位／月 ４０×１０．１４円／日 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数×９０/１０００ 

（２）通所介護 

   ①基本料金 

提供時間 要介護度 単  位 利用者様ご負担分 

３時間以上 

 ４時間未満 

要介護１ ３７０単位／１回 ３７０×１０．１４円／１回 

要介護２ ４２３単位／１回 ４２３×１０．１４円／１回 

要介護３ ４７９単位／１回 ４７９×１０．１４円／１回 

要介護４ ５３３単位／１回 ５３３×１０．１４円／１回 

要介護５ ５８８単位／１回 ５８８×１０．１４円／１回 

４時間以上 

５時間未満 

要介護１ ３８８単位／１回 ３８８×１０．１４円／１回 

要介護２ ４４４単位／１回 ４４４×１０．１４円／１回 

要介護３ ５０２単位／１回 ５０２×１０．１４円／１回 

要介護４ ５６０単位／１回 ５６０×１０．１４円／１回 

要介護５ ６１７単位／１回 ６１７×１０．１４円／１回 



５時間以上 

 ６時間未満 

要介護１ ５７０単位／１回 ５７０×１０．１４円／１回 

要介護２ ６７３単位／１回 ６７３×１０．１４円／１回 

要介護３ ７７７単位／１回 ７７７×１０．１４円／１回 

要介護４ ８８０単位／１回 ８８０×１０．１４円／１回 

要介護５ ９８４単位／１回 ９８４×１０．１４円／１回 

 

加 算 単  位 利用者様ご負担分 

個別機能訓練加算Ⅰ（イ） ５６単位／１回 ５６×１０．１４円／１回 

個別機能訓練加算Ⅰ（ロ） ７６単位／1回 ７６×１０．１４円／１回 

個別機能訓練加算（Ⅱ） ２０単位／月 ２０×１０．１４円／１月 

口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位／1 回 １５０×１０．１４円／１回 

口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位／１回 １６０×１０．１４円／１回 

入浴介助加算（Ⅰ） ４０単位／日 ４０×１０．１４円／日 

入浴介助加算（Ⅱ） ５５単位／日 ５５×１０．１４円／日 

科学的介護推進体制加算 ４０単位／月 ４０×１０．１４円／日 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数×９０/１０００ 

                        ＜報酬単価（１単位） １０．１４円＞ 

 

  ※ご利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額を一度お支払

い頂きます 。その後要介護（要支援）の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険

から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払

いとなります。 

  ※月途中で介護度が変更となった場合には、日割り計算によりそれぞれの単価に基づいて利用

料を計算します。 

  ※介護報酬の改定に伴い、利用料金が変更になる場合がございます。 

 

（２）保険外のサービス   

種 類 内  容 利用者様ご負担分 

食事の提供に係る費用 昼 食 ６２０円／１回 



レクリエーション活動に係る費用 必要時（材料費等） 実 費 

屋外行事等の諸施設   

利用料、写真代等 
必 要 時 実 費 

日常生活上必要となる諸費用 日常生活品の購入代金等 実 費 

                                                          

 

（３）利用料金のお支払方法  

   前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとにご請求致しますので、翌月１０日までにお

支払い下さい。（1ヶ月に満たない期間の利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額としま

す） 

  お支払い方法は、指定する金融機関（阿波銀行）の口座からの自動引き落とし、または現金で

のお支払いとさせて頂きます。 

  ※金融機関（阿波銀行）の口座からの自動引き落としに、ご協力いただけますようお願い致し

ます。 

 

８．利用の中止、変更及び追加 

（１）通所介護、介護予防通所介護・事業対象者共通 

   利用予定日の前に、ご利用者の都合により通常規模型通所サービスの利用を中止または変

更、利用時間の変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合に

は、利用予定日の前日までに事業所に申し出てください。体調不良等以外の理由で、利用予定

日当日の利用中止・利用時間変更については、ご遠慮頂きますようご理解下さい。 

  但し、利用日、利用時間の変更、追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご利用者様

の希望する日にサービスの提供が出来ない場合は、他の利用日を提示し協議することとしま

す。 

（２）介護予防通所介護 

   ご利用者の体調不良や状態の改善等により介護予防通所介護計画に定めた期日よりも利用が

少なかった場合、又は介護予防通所介護計画に定めた期日よりも多かった場合であっても日割

りでの割引又は増額はしません。 

  月ごとの定額制となりますが、以下に該当する場合においては日割り計算とさせていただきま

す。 

①  月の途中から利用を開始した場合 

②  月の途中で利用を終了した場合 

③  月途中に要介護から要支援に変更となった場合 

④  月途中に要支援から要介護に変更となった場合 

  ⑤ 同一保険者管内での転居等により事業所を変更した場合 

 

９.サービス利用をやめる場合（契約の終了について） 

契約の有効期間は、契約締結の日からご利用者の要介護認定の有効期限満了日までですが、契

約期間満了の２日前までにご利用者から契約終了の申し入れがない場合には、契約は更に６ヶ月

同じ条件で更新され、以後も同様となります。 

 契約期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用していただくことができ 



すが、仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当事業所との契約は終了します。   

（１）契約の終了理由 

① 要介護（要支援）認定により、ご利用者の心身の状況が自立と判定された場合 

② ご利用者が死亡された場合 

③ ご利用者又は代理人様から契約解除の申し出があった場合 

④ ご利用者が介護保険施設等へ入所したとき 

⑤ ご利用者が医療機関に入院した際に、ご利用者又は代理人様から契約解除の申し出があっ

た場合 

⑥ 事業所が解散命令及び破産等の事情により事業所を閉鎖したとき 

（２）契約終了に伴う援助 

事業所は、この契約が終了した場合には、ご利用者の心身の状況及び置かれている環境 

を勘案して、必要な援助をします。 

 

１０．ご利用者からの契約解除の申し出について 

  ご利用者またはその家族等は、事業所またはサービス従業者が、以下の事項に該当する場

合には、この契約を解約することができます。 

（１） 事業所及びサービス従業者が、正当な理由もなくこの契約に定める指定通所サービスを 

  実施しない場合。 

（２） 事業所及びサービス従業者が、守秘義務に違反した場合。 

（３） 事業所及びサービス従業者が、故意又は過失によりご利用者及びその家族等の身体・財 

  産・信用等を著しく傷つけ、この契約を継続しがたい事情が生じた場合。 

（４） 他のご利用者がご利用者の身体・財産・信用等を傷つけた場合もしくは傷つけるおそれ 

  がある場合において、事業所が適切な対応をとらない場合。 

 

１１．事業所からの契約解除の申し出について 

 以下の事項に該当する場合には、本契約を解除させていただくことがございます。 

（１）ご利用者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等について、故意にこれを告げず、又  

は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

（２）ご利用者によるサービス利用料金の支払いが３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催告 

にもかかわらずこれが支払われない場合 

（３）ご利用者が、故意又は重大な過失により事業所又はサービス従事者もしくは他のご利用

者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うなどによって、本

契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

１２．サービス利用に関する留意事項 

（１） 金銭及び貴重品の管理 

   サービス提供中、金銭及び貴重品の管理はご自身の責任で行ってください。 

   ※鍵付きロッカーをご使用下さいますようお願い致します。 

（２）デイフロア用上靴 

   デイフロア用の上靴のご用意を利用当日までにお願い致します。 

（３）喫 煙 

事業所内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。 



（４）施設・設備の使用上の注意 

共用施設、敷地は本来の用途に従って利用してください。 

故意に、またはわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設・設備を壊したり、汚し

たりした場合には、ご利用者に自己負担により原状に復していただくか、又は相当の代価をお支

払いいただく場合があります。 

当事業所の従業者や他のご利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を

行うことはできません。 

 

１３．個人情報の保護 

  事業所および事業所の従業者は、サービス提供をする上で知り得たご利用者またはご利用者代

理人および家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務

は、契約が終了した後も継続します。 

  事業所は、ご利用者またはご利用者代理人あるいは家族からあらかじめ文書で同意を得ない限 

サービス担当者会議などに置いて、ご利用者、ご利用者代理人、家族の個人情報を用いません。 

 また、ご利用者またはご利用者代理人または家族に関する個人情報が含まれる記録物については、

細心の注意を持って管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止します。 

 

１４．緊急時の対応方法について 

  ご利用者の病状の急変や事故など緊急の事態が発生した場合、ご利用者の主治医に連絡すると 

共に、あらかじめ指定する連絡先にも連絡し、場合によっては事業所の協力病院等に救急治療、あ 

るいは緊急入院などの必要な措置を講じます。 

（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療を保証するものではありません。 

また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけるものでもありません） 

 

①協力医療機関 

医療機関の名称 保岡クリニック論田病院 

所在地 徳島市論田町大江６番地の１ 

診療科 ペインクリニック（麻酔科）・リハビリテーション科・内科 

 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 山口歯科クリニック 

所在地 徳島市津田本町４丁目２－５ 

 

 

１５．事故発生時の対応方法について 

    サービス提供中に事故が発生した場合、ご利用者の主治医に連絡するとともに、あらかじめ指

定する連絡先にも連絡し、場合によっては事業所の協力病院等に救急治療、あるいは救急入院な

どの必要な措置を講じます。 

 

    市町村・ご利用者の家族・当該ご利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うなどの必要

な措置を講じます。またサービス提供中による賠償すべき事故の発生に備え、賠償補償共済制度

等にあらかじめ加入しております。 

   速やかに事故発生について原因を究明し再発防止策等必要な措置を講じます。また、ご利用者及



びご利用者家族に対しその内容について説明します。 

 

１６．高齢者虐待の防止 

入居者等の人権擁護・虐待防止の発生又はその再発を防止する為に、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。 

（１） 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用 

   して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業

者に周知徹底します。 

（２） 事業所は、虐待防止のための指針を整備します。 

（３） 事業所において、従業者に対し虐待の防止のための研修を定期的に実施し、研修担当

者及び責任者を置きます。 

（４） 成年後見制度の利用支援を行います。 

（５） 事業所は、サービス提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護 

    する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は速やかに、これを市町村に 

    通報するものとします。 

  

１７．非常災害対策等 

   事業所の非常災害対策は、法人防災管理規定の定めるものとします。防災訓練の実施に当たっ 

  ては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１８．衛生管理・感染予防等 

   （１）事業所は、ご利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用水当について、衛生的

な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

      （２）事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的（おおむね６

ヶ月に１回以上）に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

    （３）事業所における感染症及び食中毒の予防まん延の防止のための指針を整備します。 

    （４）事業所において従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並

びに感染症の予防に関する具体的措置については、別に定める施設の感染予防対策マニュ

アルに準拠することを原則とします。 

 

１９．身体拘束等の禁止 

    （１）事業所は、サービスの提供に当たっては、ご利用者又は他のご利用者の生命又は保護

するための緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他ご利用者の行動を制限する行

為（以下「身体拘束等」という。）を行わないものとします。 

    （２）事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態度及び時間、その際のご利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録します。 

    （３）事業所は身体拘束等の適正化を図るための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、従業所に周知徹底を図ります。 

    （４）身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

    （５）従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

      

２０．掲示及び広告等について 

    （１）事業所の見えやすい場所に、この規定の概要、従業者の勤務の体制、利用料の額その 

他のサ―ビスの内容に必要な事項を掲示します。 

(２) 事業所は運営等を規定する事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これを 

いつでも関係者に自由に閲覧できるようにします。 



(３) 事業所の業務を広告する必要がある場合は、その内容が虚偽又は誇大なものになら 

ないようにします。 

 

２１．職場におけるハラスメントの防止 

     (１) 事業所は、適切なサービスの提供を確保する視点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じます。 

 

２２．業務継続計画の策定等 

      (１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、ご利用者に対するサービスの提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業

務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

        (２) 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施します。 

     (３) 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行います。 

 

２３．サービス提供に関する相談、苦情について 

    通常規模型通所介護サービスに関する相談、苦情等は下記窓口までお申し出下さい。 

ご利用者相談窓口 

Tsuda-Machi-Kitchen 

受付時間 月曜日～土曜日 ８：００～１７：３０ 

ご連絡先 電話（０８８）６３５－１２９５ 

苦情解決責任者   豊原 友紀子 

苦情受付担当者   尾﨑 萌 

苦情解決第三者委員 

元木 繁 

住   所 徳島市大原町掛り１０番地１ 

連 絡 先 （０８８－６６２－１９０２） 

受付時間 午前９時～午後５時 

月～金（年末年始・祝祭日を除く） 

生長 まち 

住  所 徳島市大原町糠坪７４ 

連 絡 先 （０８８－６６２－１０７４） 

受付時間 午前９時～午後５時 

月～金（年末年始・祝祭日を除く） 

徳島市役所 

介護ながいき課 

ご利用時間 月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 

ご利用方法 電 話（０８８）６２１－５５８６ 

       所在地 〒７７０－０８４７   

徳島市幸町２丁目５番地 

徳島県長寿生きがい課 

ご利用時間 月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 

ご利用方法 電 話（０８８）６２１－２１６８ 

       所在地 〒７７０－８５７１   

徳島市万代町１丁目１ 

徳島県国民健康保険 

団体連合会 

 

ご利用時間 月曜日～金曜日 ９：００～１７：００ 

ご利用方法 電  話（０８８）６６５－７２０５ 

       所在地 〒７７１－０１３５   

徳島市川内町平石若松７８－１ 

 



 

※ 附則  この重要事項説明書は、平成２７年５月１日より施行する。 

    この重要事項説明書は、平成２８年４月１日より一部を変更し施行する。 

    この重要事項説明書は、平成２９年１１月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、平成３０年２月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、平成３０年４月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、平成３０年１１月１５日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和元年５月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和元年１０月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和２年３月１５日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和３年４月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和４年４月１日より一部を変更し施行する。  

この重要事項説明書は、令和４年１０月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和５年８月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和６年４月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和６年６月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和６年１２月１日より一部を変更し施行する。 

この重要事項説明書は、令和７年４月１日より一部を変更し施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和     年    月    日 

 

通所型サービス（第１号通所事業）・通常規模型通所介護『Tsuda-Machi-Kitchen』のサービス

提供開始に際し、本書面に基づいて上記重要事項の説明を行いました。 

 

 

 【説明者】 

   Tsuda-Machi-Kitchen 

 

      職名         氏名               

 

管理者  豊原 友紀子    印 

 

 私は、本書面に基づいて事業者から上記重要事項の説明を受け、『Tsuda-Machi-Kitchen』の 

サービスの提供開始に同意しました。 

 

 

【契約者】  

住所 

 

      氏名                  印 

  

 

【代理人】  

住所  

   

     氏名                   印  （続柄：       ） 

 

 

 

この重要事項説明書は、厚生省令第３５号（平成１８年３月１４日）第８条の規定に基づき、 

利用申込者またはその家族への重要事項説明のために作成したものです。 

 


